○○○健発第○○○○号

平成○○年○○月○○日

東海北陸厚生局長　殿

名古屋市○○区○○町○○番○○号

○○○○○○○○○健康保険組合

理事長　　○○○　○○○　印
一般保険料率変更認可申請書
当組合の一般保険料率を別紙変更書のとおり変更したいので、下記関係書類を添えて認可申請いたします。

記

１．一般保険料率変更書
２．収支概要

３．算出の基礎

４．将来３ヶ年の見込み

５．組合会会議録（写）

一般保険料率変更書

　  当組合の一般保険料率を次のように変更し、平成２７年３月１日（平成２７年３月分保険料、但し、健康保険法第３条第４項の規定による被保険者については、平成２７年４月分保険料）から実施する。

一般保険料率
	一 般 保 険 料 率
	変　更　前
	変　更　後

	負担割合
	事　 業 　主
	/1,000
	/1,000

	
	被 保 険 者
	/1,000
	/1,000

	
	計
	/1,000
	/1,000

	実施（予定）年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日


 （内訳）

	基 本 保 険 料 率
	変　更　前
	変　更　後

	負担割合
	事　 業 　主
	/1,000
	/1,000

	
	被 保 険 者
	/1,000
	/1,000

	
	計
	/1,000
	/1,000

	特 定 保 険 料 率
	変　更　前
	変　更　後

	負担割合
	事　 業 　主
	/1,000
	/1,000

	
	被 保 険 者
	/1,000
	/1,000

	
	計
	/1,000
	/1,000


　　　　　　　　　　　　　　　収支概要

算出の基礎

　

◎ 将来3ヶ年の見込み

	事　　　項
	年度
	年度
	年度

	一般保険料率（見込）
	‰
	‰
	‰

	
	基本保険料率
	‰
	‰
	‰

	
	特定保険料率
	‰
	‰
	‰

	法定給付費等（介護納付金を除く）に要する料率
	‰
	‰
	‰

	今後の見込額
	保険給付費
	千円
	千円
	千円

	
	納　付　金
	千円
	千円
	千円

	
	計
	千円
	千円
	千円

	改定料率による経常収支差引額の推移
	千円
	千円
	千円

	改定料率による準備金の推移
	保有額
	千円
	千円
	千円

	
	保有率
	％
	％
	％

	改定料率による別途積立金の推移
	保有額
	千円
	千円
	千円


(注１)本表の記載に当たっては、予算編成基準の記載要領に準じて記入すること。
(注２)将来３ヶ年の年度は、変更する年度から起算すること。
組合会会議録（写）

　

　

○○○健発第○○○○号

平成○○年○○月○○日

東海北陸厚生局長　殿

名古屋市○○区○○町○○番○○号

○○○○○○○○○健康保険組合

理事長　　○○○　○○○　印
組合規約変更認可申請書
当組合規約の一部を別紙変更書のとおり変更いたしたく、下記関係書類を添えて認可申請いたします。

記

１．規約変更書
２．規約変更理由書

３．新旧条文対照表

４．組合会会議録（写）

規約変更書
○○○健康保険組合規約の一部を次のように改正する。

＜例１　分母を保険料率で記載する場合＞

第○条を次のように改める。

　一般保険料額及び調整保険料額の８１分の４１．５は事業主、８１分の

３９．５は被保険者において負担する。

　　　以下　略

＜例２　分母を１００として固定する場合＞

第○条を次のように改める。

　一般保険料額及び調整保険料額の１００分の５１．２は事業主、１００分の

４８．８は被保険者において負担する。

　　　以下　略

附　則
（施行期日）

　　この規約は、平成２７年３月１日から施行する。

規約変更理由書
　一般保険料率の変更に伴い、事業主負担割合及び被保険者負担割合を変更するものである。

新　旧　条　文　対　照　表

	　　　　　　　　　新　　　　　　　　　
	　　　　　　　　　旧　　　　　　　　　

	（保険料及び調整保険料の負担割合）

第○条　一般保険料額及び調整保険料額の８１分の４１．５は事業主、８１分の３９．５は被保険者において負担する。

　　　　　　　　　↑

　　変更した事項にアンダーライン

附　則
（施行期日）

　この規約は、平成２７年３月１日から施行する。


	（保険料及び調整保険料の負担割合）

第○条　一般保険料額及び調整保険料額の８５分の４３．５は事業主、８５分の４１．５は被保険者において負担する。




組合会会議録（写）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


愛－○○○











例・・新年度分の変更





以下の書類を添付してください。





○収支概要については、健康保険組合予算編成基準（昭和３５年１１月４日保発第６６号）（以下「予算編成基準」という。）の別添(2)「収入支出予算概要表」の「（その１）」及び「（その２）」を準用（（その１）については、「法定給付費等に要する保険料率」欄、「実質保険料率」欄及び「準備金保有率」欄以外の記載の必要はないこと、（その２）については、「予算額」欄を「所要額」と読み替えるとともに「３．保険給付費見込状況」欄の記載の必要はないこと。）して作成すること。





○なお、収支概要作成上の注意点等については、予算編成基準の「予算概要表の「注」」の記載要領「別添(2)収入支出予算概要表（その１）、（その２）、（その３）」（以下「記載要領」という。）に準じるものであること。











予算編成時に作成する「収入支出予算算出の基礎」を添付してください。











写しを原本証明のうえ添付してください。





愛－○○○














但し、一般保険料率変更認可申請書と規約変更認可申請書を同時に提出する場合は、この規約変更認可申請書の会議録の添付は省略することができます。　　　








例・・新年度分の変更





記載例








写しを原本証明のうえ添付してください。


但し、一般保険料率変更認可申請書と規約変更認可申請書を同時に提出する場合は、この規約変更認可申請書の会議録の添付は省略することができます。　　　








